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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第105期

中間連結会計期間
第106期

中間連結会計期間
第105期

会計期間
自　2025年 4月 1日
至　2025年 9月30日

自　2026年 4月 1日
至　2026年 9月30日

自　2025年 4月 1日
至　2026年 3月31日

売上高 (百万円） 33,711 33,684 62,993

経常利益 (百万円） 1,777 1,710 1,568

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
(百万円） 1,265 1,222 1,168

中間包括利益又は包括利益 (百万円） 1,610 693 2,673

純資産額 (百万円） 29,765 29,995 30,186

総資産額 (百万円） 50,551 50,853 50,656

1株当たり中間（当期）純利益 (円） 257.34 255.92 238.55

自己資本比率 (％） 58.9 59.0 59.6

営業活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円） 2,442 △238 6,859

投資活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円） △1,227 △457 △3,064

財務活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円） △1,215 618 △3,702

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
(百万円） 241 255 333

（注）1　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

2　潜在株式が存在しないため、「潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益」は記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、雇用環境の改善や継続的な賃上げなどを背景に、景気は緩やかな

回復基調で推移しました。一方で、物価上昇による消費マインドへの影響や不安定な国際情勢への懸念などから、

先行きの不透明な状況が続きました。

　原料とうもろこしのシカゴ相場は、期初に1ブッシェル当たり454セント台で始まり、米国穀倉地帯での良好な生

育環境や南米の豊作見通しを背景に、6月には418セント台まで下落しました。その後、黒海地域を巡る地政学リス

クの高まりや、米国や欧州における天候不安を背景とした供給懸念から反発し、期中平均では463セント台、中間

期末時点では500セント台となりました。

　WTI原油相場は、期初に1バレル当たり100ドル台で始まり、米国とイランの停戦合意を受けた中東地域における

供給正常化への期待を背景に、7月には79ドル台まで下落しました。その後、両国による攻撃の再開や、中東地域

のエネルギー関連施設への攻撃などを巡る供給懸念から反発し、期中平均では89ドル台、中間期末時点では90ドル

台となりました。

　米国から日本までの穀物海上運賃は、期初に1トン当たり57ドル台で始まり、ホルムズ海峡の封鎖に伴う米国南

部のメキシコ湾岸港発の船舶需要の増加や、パナマ運河の通航制約などを背景に傭船料が上昇し、期中平均では67

ドル台、中間期末時点では75ドル台となりました。

　為替相場は、期初に1ドル当たり158円台で始まり、日米金利差や原油価格の上昇に伴う日本の貿易赤字拡大への

懸念などを背景に円安が進行し、7月には162円台まで上昇しました。その後、日米通貨当局によるドル売り・円買

いの協調介入などを受け円高に転じ、期中平均では159円台、中間期末時点では157円台となりました。

　これらの市場環境を背景に、原料とうもろこしの輸入価格は上昇し、当社グループの業績における原料コストの

増加要因となりました。

　この結果、当中間連結会計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

 ①財政状態

　当中間連結会計期間末における総資産は508億5千万円となり、前連結会計年度末と比較して1億9千万円の増加と

なりました。その主な要因は、売掛金が10億4千万円増加、機械装置及び運搬具（純額）が7億1千万円減少したこ

と等によるものです。負債合計は208億5千万円となり、前連結会計年度末と比較して3億8千万円の増加となりまし

た。その主な要因は、短期借入金が15億3千万円増加、賞与引当金が6億2千万円減少、買掛金が3億5千万円減少し

たこと等によるものです。また、純資産合計は299億9千万円となり、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して

0.6ポイント減少し、59.0％となりました。

 

 ②経営成績

　販売面では、外食産業向け需要の回復を背景に、食品用澱粉の販売は堅調に推移しました。一方、清涼飲料向け

糖化品は天候不順などの影響により販売が伸び悩みました。また、製紙会社向け澱粉販売も、新聞・雑誌のデジタ

ル化進展に伴う需要減少の影響により販売数量が減少しました。この結果、副産物を含む製品全体の売上高は、前

年同期を若干下回りました。

　以上の結果、当中間連結会計期間における当社グループの売上高は336億8千万円（前年同期比0.1%減）、営業利

益は16億3千万円（同4.6%増）、経常利益は17億1千万円（同3.8%減）、親会社株主に帰属する中間純利益は12億2

千万円（同3.4%減）となりました。利益面では、固定費の減少等により営業利益は前年同期を上回った一方、持分

法による投資利益の減少に加え、固定資産除却損や支払利息の増加等により、経常利益は前年同期を下回りまし

た。
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　次に、各部門の販売概況は以下のとおりです。

 

（澱粉部門）

　澱粉部門は、製紙会社向け澱粉の販売数量が減少しましたが、米菓市場向け製品の販売増加に加え、外食産業向

け及び加工食品向け食品用澱粉の販売が堅調に推移したことから、売上高は72億6千万円（前年同期比3.4%増）と

なりました。

 

（糖化品部門）

　糖化品部門は、外食産業向け製品を中心に需要回復が見られたものの、飲料向けは夏季最盛期の長雨や気温低下

に加え、物価高を背景とした節約志向の高まりにより販売が伸び悩み、売上高は212億3千万円（同2.4%減）となり

ました。

 

（ファインケミカル部門）

　ファインケミカル部門は、国内局方市場向け製品の販売数量減少が影響し、売上高は11億1千万円（同7.9%減）

となりました。

 

（副産物部門）

　副産物部門は、主製品の出荷減少により発生量も減少となりましたが、一部製品の販売価格が前年同期を上回っ

たことにより、売上高は40億6千万円（同9.6%増）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況の分析

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下資金という）の残高は、前連結会計年度末に比べ7千万円

減少し、2億5千万円となりました。なお、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、使用した資金は2億3千万円となりました。

　これは主として、税金等調整前中間純利益17億1千万円に減価償却費13億9千万円を加算した額から、売上債権の増

加額13億8千万円、賞与引当金の減少額6億2千万円、法人税等の支払額4億8千万円、仕入債務の減少額3億5千万円、

棚卸資産の増加額3億3千万円を控除した額等によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は4億5千万円となりました。

　これは主として、短期貸付金の減少額（純額）4億1千万円から当社工場設備への投資等の有形固定資産取得額7億6

千万円を控除した額等によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、獲得した資金は6億1千万円となりました。

　これは主として、短期借入金の増加額（純額）15億3千万円から自己株式の取得額5億2千万円、配当金の支払額3億

6千万円を控除した額等によるものです。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、新たに発生した優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題はありません。

 

(5）研究開発活動

　当中間連結会計期間の研究開発費の総額は98百万円であります。
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(6）生産、受注及び販売の実績

① 生産実績

 当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 生産高（百万円） 前年同期比（%）

澱粉部門 5,477 99.6

糖化品部門 20,944 97.6

ファインケミカル部門 1,183 95.0

副産物部門 4,016 108.8

合計 31,621 99.1

（注）　金額は、販売価格によっております。

 

② 当社グループは受注生産を行っておりません。

 

③ 販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 販売高（百万円） 前年同期比（%）

澱粉部門 7,266 103.4

糖化品部門 21,231 97.6

ファインケミカル部門 1,119 92.1

副産物部門 4,066 109.6

合計 33,684 99.9

 

 

３【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,600,000

計 25,600,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,942,868 4,942,868
東京証券取引所

（スタンダード）

単元株式数は100株

であります。

計 4,942,868 4,942,868 － －

 

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

         該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年4月1日～

2026年9月30日
－ 4,942,868 － 1,600 － 327
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(5)【大株主の状況】

  （2026年9月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内2-3-1 2,942 62.09

三和澱粉工業株式会社 奈良県橿原市雲梯町594 200 4.22

堀内運輸株式会社 静岡県富士市鈴川中町4-23 102 2.15

小林　利香 静岡県富士市 81 1.71

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券

株式会社
東京都千代田区大手町1-9-2 50 1.06

渡井　勲 静岡県富士市 35 0.75

古庄　政文 福岡県福岡市 32 0.69

日本食品化工従業員持株会 東京都千代田区丸の内2-7-2 30 0.65

高石　文夫 東京都江戸川区 29 0.61

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山2-6-21 26 0.55

計 － 3,529 74.48

（注）　当社は自己株式203,600株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.12％）を保有しておりますが、上表

大株主の状況から除外しております。なお、当該自己株式には日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員

報酬ＢＩＰ信託口）が保有する当社株式21,539株は含まれておりません。
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

    （2026年9月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 203,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,725,200 47,252 －

単元未満株式 普通株式 14,068 －
一単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  4,942,868 － －

総株主の議決権  － 47,252 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式が21,539株

　　　　（議決権215個）含まれております。なお、当該議決権は不行使となっております。

 

②【自己株式等】

    （2026年9月30日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本食品化工株式会社

東京都千代田区丸の内

2-7-2
203,600 － 203,600 4.12

計 － 203,600 － 203,600 4.12

（注）　役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式21,539株は、上記自己株式に含めておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則　

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 338 260

売掛金 13,042 14,083

電子記録債権 1,490 1,836

商品及び製品 4,684 5,030

仕掛品 3,380 3,810

原材料及び貯蔵品 4,695 4,251

その他 1,477 939

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 29,106 30,208

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,024 3,920

機械装置及び運搬具（純額） 8,135 7,415

土地 1,262 1,262

リース資産（純額） 173 173

建設仮勘定 1,110 1,154

その他（純額） 195 218

有形固定資産合計 14,901 14,145

無形固定資産 471 460

投資その他の資産   

投資有価証券 5,038 4,673

繰延税金資産 1,016 1,245

その他 435 433

貸倒引当金 △313 △313

投資その他の資産合計 6,176 6,038

固定資産合計 21,549 20,644

資産合計 50,656 50,853
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,202 1,847

短期借入金 8,000 9,538

未払金 3,449 3,520

未払法人税等 487 550

賞与引当金 1,235 606

役員賞与引当金 9 8

その他 594 578

流動負債合計 15,978 16,650

固定負債   

役員株式報酬引当金 16 16

退職給付に係る負債 3,660 3,659

資産除去債務 144 144

その他 669 385

固定負債合計 4,491 4,206

負債合計 20,470 20,857

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,600 1,600

資本剰余金 327 327

利益剰余金 26,198 27,055

自己株式 △379 △898

株主資本合計 27,746 28,085

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 44 46

繰延ヘッジ損益 500 171

為替換算調整勘定 1,433 1,278

退職給付に係る調整累計額 460 413

その他の包括利益累計額合計 2,439 1,910

純資産合計 30,186 29,995

負債純資産合計 50,656 50,853
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(2)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

売上高 33,711 33,684

売上原価 27,542 27,384

売上総利益 6,169 6,299

販売費及び一般管理費 ※ 4,603 ※ 4,661

営業利益 1,565 1,637

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 9 11

持分法による投資利益 196 162

受取ロイヤリティー 70 63

為替差益 1 -

その他 34 17

営業外収益合計 313 255

営業外費用   

支払利息 50 74

固定資産除却損 46 87

為替差損 - 14

貸倒引当金繰入額 0 -

その他 3 5

営業外費用合計 101 182

経常利益 1,777 1,710

特別損失   

投資有価証券売却損 4 -

特別損失合計 4 -

税金等調整前中間純利益 1,772 1,710

法人税、住民税及び事業税 657 544

法人税等調整額 △150 △56

法人税等合計 507 487

中間純利益 1,265 1,222

親会社株主に帰属する中間純利益 1,265 1,222
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

中間純利益 1,265 1,222

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △5 △0

繰延ヘッジ損益 132 △328

退職給付に係る調整額 △0 △46

持分法適用会社に対する持分相当額 218 △153

その他の包括利益合計 345 △529

中間包括利益 1,610 693

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,610 693
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(3)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,772 1,710

減価償却費 1,512 1,393

賞与引当金の増減額（△は減少） △559 △628

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 24 △1

役員株式報酬引当金の増減額（△は減少） 8 7

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 0

受取利息及び受取配当金 △9 △11

支払利息 50 74

持分法による投資損益（△は益） △196 △162

投資有価証券売却損益（△は益） 4 -

固定資産除却損 46 87

売上債権の増減額（△は増加） △1,890 △1,386

棚卸資産の増減額（△は増加） △0 △331

仕入債務の増減額（△は減少） △108 △355

その他 1,046 △440

小計 1,703 △43

利息及び配当金の受取額 733 385

利息の支払額 △47 △99

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 53 △480

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,442 △238

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,025 △765

無形固定資産の取得による支出 △128 △48

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 0 -

長期貸付金の回収による収入 0 -

短期貸付金の純増減額（△は増加） - 412

その他 △73 △55

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,227 △457

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △917 1,538

配当金の支払額 △270 △364

リース債務の返済による支出 △26 △30

自己株式の取得による支出 △82 △525

自己株式の処分による収入 82 -

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,215 618

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △0 △77

現金及び現金同等物の期首残高 241 333

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 241 ※ 255
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

1　保証債務

　関連会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
(2026年3月31日)

当中間連結会計期間
(2026年9月30日)

金融機関に対するAMSCO社の借入債務

（8百万バーツ）
40百万円

金融機関に対するAMSCO社の借入債務

（8百万バーツ）
39百万円

(再保証)

金融機関等に対するAMSCO社の借入債務

(8百万バーツ)

上記の債務保証は、三菱商事㈱による債務保

証を当社が再保証したものであります。

40百万円

(再保証)

金融機関等に対するAMSCO社の借入債務

(62百万バーツ)

上記の債務保証は、三菱商事㈱による債務保

証を当社が再保証したものであります。

297百万円

計 80百万円 計 336百万円

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2025年 4月 1日
　　至　2025年 9月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2026年 4月 1日
　　至　2026年 9月30日）

発送・庫移費 1,997百万円 2,022百万円

退職給付費用 64 37

賞与引当金繰入額 293 291

役員賞与引当金繰入額 11 10

役員株式報酬引当金繰入額 8 7

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年 4月 1日
至　2025年 9月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年 4月 1日
至　2026年 9月30日）

現金及び預金勘定 246百万円 260百万円

役員報酬ＢＩＰ信託預金 △5 △5

現金及び現金同等物 241 255
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自 2025年4月1日　至 2025年9月30日）

1　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年6月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 270 55.0 2025年3月31日 2025年6月27日

 

2　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年10月31日

取締役会
普通株式 利益剰余金 345 70.0 2025年9月30日 2025年12月5日

（注）　2025年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式に対する配

当金1百万円が含まれております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自 2026年4月1日　至 2026年9月30日）

1　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2026年6月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 364 75.0 2026年3月31日 2026年6月26日

（注）　2026年6月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式に対す

る配当金1百万円が含まれております。

 

2　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2026年10月30日

取締役会
普通株式 利益剰余金 355 75.0 2026年9月30日 2026年12月7日

（注）　2026年10月30日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式に対する配

当金1百万円が含まれております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、とうもろこし等を原料とした澱粉、糖化品、ファインケミカル、副産物の製造及び販売を事業

内容としており、とうもろこし等加工事業の単一セグメントであります。そのため、セグメント情報については記

載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間

(自　2025年 4月 1日
　至　2025年 9月30日)

当中間連結会計期間

(自　2026年 4月 1日
　至　2026年 9月30日)

澱粉売上高

糖化品売上高

ファインケミカル売上高

副産物売上高

7,030

21,752

1,216

3,711

7,266

21,231

1,119

4,066

顧客との契約から生じる収益 33,711 33,684

その他収益 － －

外部顧客への売上高 33,711 33,684

 

 

（1株当たり情報）

　1株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間

（自　2025年 4月 1日
至　2025年 9月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年 4月 1日
至　2026年 9月30日）

 1株当たり中間純利益 257円34銭 255円92銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 1,265 1,222

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
1,265 1,222

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,918 4,776

（注）1　潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2　役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式を、「1株当たり中間純利益」の算定上、期中平均株式数の計算に

おいて控除する自己株式に含めております。（当中間連結会計期間22,856株）

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　2026年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………355百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………75円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2026年12月7日

（注）2026年9月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 2026年11月10日
 

日本食品化工株式会社
 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 有限責任監査法人　トーマツ 

 　　　　静　岡　事　務　所 

 

 
指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 酒　 井　 博　 康

 

 
指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 宮　 澤　 達　 也

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本食品化工株式

会社の2026年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日まで）

に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本食品化工株式会社及び連結子会社の2026年9月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　以　上
 
（注）1　上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

2　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

日本食品化工株式会社(E00442)

半期報告書

21/21


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１中間連結財務諸表
	(1)中間連結貸借対照表
	(2)中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結包括利益計算書

	(3)中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

